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オーストラリアの 
安全保障分野における 
最新動向および事業機会





オーストラリアの安全保障分野は、国際 
情勢の不安定化が加速する中、急速かつ 
歴史的な変革期を迎えています。同時
に、日豪両国は共通の価値観を共有する
信頼できるパートナーとして互いを認識
しており、両国間の安全保障関係は深化
し続けています。

2026年4月16日、オーストラリア国防省は、2024年に公
表された「国家防衛戦略」の改訂版（以下「2026年国家
防衛戦略（NDS）」と言う。）を公表しました。2026
年国家防衛戦略では、オーストラリアの戦略環境の悪
化をもたらす諸要因がさらに広範かつ深刻化しているこ
と、またオーストラリアが今後10年間にわたり高水準の
地政学的リスクに直面すると確認されています。オース
トラリア政府は、国防能力、即応態勢およびレジリエン
スの強化に向け、今後4年間で140億豪ドル、今後10年間
で530億豪ドルの追加投資を行う方針を打ち出していま
す。本ガイドでは、オーストラリアの安全保障分野の形
成およびその方向性に影響を与え得る主要なトレンドを
分析するとともに、日豪両国の企業にとって新たに生じ
つつある事業機会についてご紹介します。
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主要な動向および機会

1.	 日豪協力
安全保障分野における日豪関係の深化は継続的な潮流であ
り、今後も一層加速していくものと見込まれます。2026年
は二国間関係において記念すべき年となり、二国間の「友好
協力基本条約」締結50周年を迎えます。また、二国間の公
式な防衛パートナーシップを確立した2007年の「安全保障
協力に関する共同宣言」からも、20年近くが経過していま
す。両国は変化し続ける厳しい地政学的状況に直面してお
り、安全保障協力を維持し、深化させるという強い政治的意
志が見て取れます。

2025年後半、オーストラリア政府は三菱重工業の「もが
み」型護衛艦をオーストラリアの次期汎用護衛艦として選
定しました。これは日本の産業にとって重要な輸出実績で
あり、二国間の防衛関係が強固であることを示すものです。
「もがみ」型護衛艦の取引は、単なる調達にとどまらず、共
同造船および技術交流に向けた動きを表しています。最初の
3隻は日本国内で建造され、残る8隻は西オーストラリア州で
建造される予定です。

政府間の観点からは、両国はあらゆる分野における安全保障
協力のさらなる強化を図るとともに、二国間の「特別な戦
略的パートナーシップ」の在り方を検討しています。その一
環として、国防大臣主導の「戦略的防衛調整枠組み」の創設
など、制度上の連携の一層の強化が挙げられます。これによ
り、防衛政策に影響を及ぼす事項に関して、より緊密な協議
が可能となります。2025年12月7日付の閣僚共同声明におい
て、両国の防衛大臣は、「もがみ」型護衛艦の選定を受け、
造船および維持整備における産業協力を基盤とした相互運用
性の向上という歴史的な機会の利益を最大化し、平和と安定
に貢献するための取り組みを支持する旨を表明しました。

2026年4月21日、日豪関係は日本が数十年にわたり維持して
きた殺傷能力のある兵器の輸出禁止を撤廃し、オーストラリ
アを含む17カ国への輸出を可能としたことにより、さらに強
化されました。高市首相は、この政策変更について、「安全
保障環境が一層厳しさを増していること」および日本のパー
トナー国を支援する必要があることを理由として挙げていま
す。今回の重要な方針転換は、地政学的な不確実性を示すと
ともに、日本企業がオーストラリアの防衛市場に関与する機
会の拡大にもつながるものと考えられます。

三菱重工業をはじめとする「もがみ」型護衛艦のサプラ
イチェーンに属する日本企業は、同艦の現地建造および
維持整備に対応するため、オーストラリアに事業拠点を
設けることを検討している中、オーストラリアの防衛市
場においてより大きな役割を果たすさらなる参入機会が
生まれ、単に「もがみ」型護衛艦の維持整備にとどまら
ない幅広い事業機会を模索することになるでしょう。ま
た、オーストラリアのパートナー企業との協業は、双方
にとっての互恵的な事業機会につながる可能性が高いと
考えられます。さらに注目すべき点は、ニュージーラン
ドが「もがみ」型護衛艦計画に参画するか否か、また参
画する場合は具体的な参画方法についてです。ニュージ
ーランドは2隻の発注を検討しているとされており、鍵
となるのは、それらの艦艇をどこで建造するか、また
「もがみ」型護衛艦に係るオーストラリアの発注とどの
ように調整するかという点です。

2.	 AUKUS（米英豪安全保障枠組
み）におけるインフラ

オーストラリアの防衛支出は、30年間にわたるAUKUS（米
英豪安全保障枠組み）計画を支援するために必要な支出に
よる影響を大きく受けています。これはオーストラリア史上
最大の防衛投資となります。潜水艦自体の調達には莫大な費
用を要するだけでなく、関連施設、特に造船所および港湾
の整備にも極めて多額の支出が必要とされています。主要プ
ロジェクトとしては、新型のAUKUS潜水艦の配備拠点とな
るとともに、複数の「もがみ」型護衛艦の建造も行われる予
定の西オーストラリア州ヘンダーソン港施設の拡張、および
AUKUS潜水艦の建造を支援する南オーストラリア州オズボ
ーン造船所の拡張が含まれます。ヘンダーソンおよびオズボ
ーンに対する資金拠出の約束もすでに発表されています。一
方、東海岸における潜水艦基地の設置場所に関する決定はま
だ先のことになりますが、選定場所にかかわらず、大規模な
追加投資が必要となる見通しです。

これは極めて重要な港湾・海洋工事のパイプラインであ
り、2026年国家防衛戦略における重点分野として位置づけ
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られています。注視すべき重要な課題は、コスト超過や納期
遅延につながり得る建設市場における供給能力の制約を回避
するため、オーストラリア政府がこれらの工事をいかに管理
するかという点です。海洋建設は専門性の高い分野であり、
オーストラリア市場において原子力関連の施工実績を有する
建設業者は限られています。また、安全保障上の懸念から、
オーストラリア市場で活動する一部の建設業者には、これら
の工事への参入が制約される可能性があります。例えば、オ
ーストラリア市場における大手建設業者の一つであるJohn 
Holland社は、中国交通建設（CCCC）の傘下にあります。
中国交通建設は、南シナ海における軍事拠点の人工島の建設
への関与を理由に、一部の子会社に規制措置が講じられてい
ます。このため、John Holland社がこれらのプロジェクトに
関与することは極めて難しいと考えられます。

日本企業は、交通、エネルギーおよび社会インフラを含
むオーストラリアのインフラ市場において、数十年にわ
たり、エクイティ投資家として、またサプライヤーおよ
びサービス提供者として積極的に参画してきました。 

必要な港湾インフラを整備するための事業機会の規模を
踏まえると、日本企業がコンソーシアムへの参画等を通
じて、今後予定される一連の建設案件に関与できる可能
性があります。

3.	 �高性能精密システムと
規模・消耗性のバランス

AUKUS計画は、オーストラリアへの原子力潜水艦 
（バージニア級潜水艦3～5隻、および新型のAUKUS級潜水
艦5～8隻）の配備を目的としており、総投資額は約3,600
億豪ドル規模にのぼります。計画が順調に進んだ場合で
も、AUKUS級潜水艦の引渡しは2040年代以降となる見通し

です。AUKUS級潜水艦が就役するまでの間、2030年代初頭
に米国からオーストラリアに提供される予定のバージニア級
潜水艦が戦力の空白を補完する役割を担うことになってい
ます。

これらの潜水艦はいずれも高性能精密システムであり、極め
て高額である一方、その配備数は比較的限定的です。

AUKUS計画が推進される一方で、ウクライナ戦争から得ら
れた教訓は、安価かつ使い捨て可能で、能力獲得までの時間
が極めて短いドローンを大量生産することが、現代の紛争に
おいて不可欠であることを示唆しています。同時に、適切な
ドローン対策も非常に重要であり、高価な高性能精密システ
ムが安価かつ大量生産されたドローンによって対抗されない
よう、多額の投資が求められます。実際に、ウクライナ戦争
では、革新的な方法で運用されたドローンが従来の海軍戦力
に対抗できることが実証されており、黒海におけるウクライ
ナの戦果がその代表例として挙げられます。 

ドローン技術の開発サイクルは短く、オーストラリアに
はドローンおよび対ドローンシステムの分野において技
術革新を牽引する企業が多数存在しています。2026年国
家防衛戦略では、ゴースト・シャーク、MQ-28Aゴース
ト・バットをはじめとする自律型システムおよび対ドロ
ーン技術の国内生産に対する政府の投資方針が強調され
ています。今後の重要な課題は、オーストラリア政府が
これらのシステムの量産体制を確保し、十分な国内製造
能力および支援能力を構築するという必要性に、どのよ
うに対応していくかです。

この分野においては、今後も継続的な技術革新が見込ま
れます。日本企業の技術へのアクセスおよび産業革新が
重要な役割を果たし得る分野です。
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4.	 防衛・安全保障分野への参
入における主要な検討事項

日本企業によるオーストラリアへの投資はあらゆる分野にお
いて確固たる実績を有しており、多くの日本企業が国防省を
含むオーストラリアの政府機関と大規模な取引を行っていま
す。しかしながら、多くの日本の投資家にとって、オースト
ラリアの防衛関連事業特有の法的・規制上の問題は必ずしも
馴染みのあるものではありません。ここでは、これらの主要
な課題について紹介します。

5.	 契約管理
国防省との契約締結にあたっては、使用が義務付けられてい
る標準契約書式（ASDEFCON）への理解に加え、これらの
契約がコモン・ロー体系であるオーストラリア法の下でどの
ように解釈されるかを理解することが求められます。日本企
業にとっては、大陸法体系である日本法に準拠した日本の標
準契約書式（ATLA）に基づく取引の方がより馴染み深いも
のと考えられます。また、厳しい防衛調達環境下での課題解
決のアプローチについても、日豪間で文化的な相違が生じる
可能性があると考えられます。

実務上、日本企業にとっては、オーストラリアの防衛契約に
関する知識を深めるとともに、紛争のリスクおよびその影響
を軽減するために契約管理体制への投資を行うことが重要と
なります。

オーストラリアにおける防衛調達は、予定された期限内かつ
予算内でのプロジェクト遂行において、必ずしも容易ではあ
りません。これにはいくつかの要因があります。具体的には
以下のとおりです。

•	 防衛調達は、開発段階にある複雑な最先端システムを対
象とすることが多いこと。  

•	 異なるメーカーのシステム間のインターフェースが必要
であること。

•	 調達過程において要件に変更が生じ、プロジェクトの要
件または範囲の調整が必要となる場合があること。

これらの要因はいずれも、プロジェクトの遂行における追加
コストの発生および納期の遅延につながり得るものです。

適切に設計された調達契約には、連邦政府と請負業者間のリ
スク配分が規定されています。これにより、事業者は、顕在
化しない可能性のあるリスクに対して多額の予備費を計上す
ることなく、納入リスクの価格設定を行うことが可能となり
ます。これは連邦政府にとっても有利に働くものです。なぜ
なら、すべてのリスクが価格に織り込まれた場合、コストは
大幅に増大する可能性が高いためです。

オーストラリアの安全保障分野においては、広く報じられて
いるコスト超過事例と、業界における「クレーム文化」（請
求偏重の慣行）への認識が相まって、契約管理および連邦政
府に対する契約調整の正当性の説明について、改めて注目が
集まっています。これにより、オーストラリア市場の請負業
者は、プロジェクトの契約管理に対して十分なリソースを確
保し、適切に管理を行うことが求められています。
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日本の請負業者がオーストラリアにおいて事業基盤を構築
し、業務を開始するにあたり、この点について特に認識して
おく必要があると考えます。その理由は、ここに文化的力学
が働いているためです。オーストラリアの既存サプライヤー
はクレームに基づく契約運用を熟知しており、一部の契約
当事者は協調的な問題解決よりも対立的なアプローチを選好
する傾向があるとの認識が存在します。このようなアプロー
チの弊害として、クレーム主導の対応に過度に依存すること
で、商業上の関係を悪化させ、プロジェクトの効率的な遂行
から注意が逸れる可能性があります。一方、日本の商業関係
へのアプローチは、長期的なパートナーシップ、協力的な問
題解決、および正式な請求や紛争手続きよりも対話を通じた
意見の相違の解決を重視する姿勢に根差しており、このこと
がクレームに基づくアプローチの追求に消極的な姿勢をもた
らすことは少なくありません。ただし、ここでの欠点は、本
来回収し得る対価を取りこぼす結果となり、財務上のリスク
にさらされる点です。

納入契約の変更交渉やコストおよび工期延長に係る請求を行
うことに消極的な日本の請負業者は、オーストラリア市場に
おいてリスクにさらされる可能性があります。このため、日
本企業がこの分野に注力し、クレームに関する商業的および
文化的な力学を理解することが重要となります。このことは
連邦政府にとっても同様に重要です。契約範囲の変更に応じ
て適正な対価の確保と契約された成果の納入を両立させる能
力は、単なる商業上の問題にとどまるものではなく、オース
トラリア（および日本）の防衛能力を支えるパートナーシッ
プを持続させる上で不可欠なものです。

6.	 サイバーおよび 
物理的リスクの管理

2026年国家防衛戦略は、スパイ活動および外国による干渉
がすでに「極めて深刻な水準」に達しており、権威主義体制
が重要インフラの妨害、サイバー侵入、および誤情報や偽情
報の拡散をより強い意志と能力をもって行うようになってい
ることを指摘しています。この見解は、オーストラリア保安
情報機構（ASIO）長官であるマイク・バージェス氏が2025
年の年次脅威評価においても同様に示しているものです。オ
ーストラリアのデジタル通信基盤の中核と位置づけられる重
要な海底インフラは、敵対国による破壊工作に対して脆弱で
あると指摘されています。2026年国家防衛戦略は、新型の
長距離ミサイル、宇宙・サイバー能力、偽情報、またはサプ
ライチェーンの途絶に対して、オーストラリアの地理的条件
はもはや防御として機能しないことを明確に示しています。

これを受けて、2026年国家防衛戦略は、統合された重点的
な戦力の主要な能力上の優先事項の一つとして、サイバー能
力への大規模な投資を優先事項として位置づけています。具
体的には、REDSPICEプログラムを通じたオーストラリア信
号局への継続的な投資により、オーストラリアのサイバー能
力を大幅に強化し、国内ネットワークを防御するための選択
肢を提供すること、国防省の通信ネットワークを拡充し、ネ
ットワークの効率性、レジリエンスおよび冗長性を向上させ
ること、ならびに人材およびサイバーミッションシステムへ
の投資を通じたサイバー空間における防御能力の強化が含ま
れています。また、AUKUSの第二の柱（Pillar II）である先

進能力においても、先進サイバー能力はオーストラリア、英
国および米国の間における共同開発の優先分野として位置づ
けられています。

物理的な安全保障において、2026年国家防衛戦略は、オー
ストラリア国防軍（ADF）の戦力および重要インフラの防護
を、統合された重点的な戦力の6つの主要な能力効果の一つ
として位置づけています。攻撃に対する耐性およびそこから
回復する能力は、潜在的な敵対勢力に対してオーストラリア
が自国を防衛する決意の強さを示すものとされています。具
体的な投資としては、長距離・高速ミサイルから国防省の重
要インフラおよび施設を防護するためのミサイル防衛、国内
および展開先の双方において建物、司令部および展開部隊を
防護するための小型無人航空機対処システム（C-UAS）の導
入、ならびに戦力投射を可能とするとともに攻撃からの回復
力を向上させるためのレジリエンスを備えた北部基地ネット
ワークの整備が含まれます。また2026年国家防衛戦略は、
より広範に、基地、道路、鉄道、港湾、通信ネットワークお
よび国内の燃料・エネルギー安全保障を含む国家の重要な物
流・インフラの防護を、国家防衛の優先分野として位置づけ
ています。このアプローチは、重要インフラ事業者に対する
リスク耐性の強化に関する他の法的枠組みにおけるアプロー
チと同様の方向性を示すものです。 

日本企業にとって、これらの優先分野は大きな事業機会とな
ります。2026年国家防衛戦略が重要インフラの防護および
国防省のインフラ全般およびネットワークにわたるサイバー
セキュリティの強化を重視していることにより、専門的なセ
キュリティサービス、安全な通信技術および物理的防護シス
テムに対する需要が拡大するものと見込まれます。高度な製
造業、通信およびシステム統合における日本の強みは、これ
らの能力ニーズに直接関連するものです。2024年に設立さ
れた国防デジタルグループ等を通じ、国防省のICT環境全般
にわたり「セキュリティ・バイ・デザイン」を確保するとい
う政府の方針もまた、セキュリティに関する高い信頼性と実
績を有する技術提供事業者にとって新たな参入機会を創出す
るでしょう。日本企業は、高度なセンサー技術、サイバー防
御システムおよびレジリエンスを備えたインフラ設計といっ
た分野における専門性を有しており、これらの能力ニーズへ
の貢献において有利な立場にあります。

7.	 高度な技能を有する 
防衛人材の必要性

日本の投資家にとっての防衛分野における事業機会は、調達
にとどまらず、広範に及んでいます。オーストラリアの安
全保障分野は深刻な技能人材の不足に直面しており、特に溶
接、ボイラーメイキング（鋼構造物の製作・組立）および船
舶工学といった専門分野において、その傾向が顕著です。日
本はこれらの各分野において確固たる実績と高い技術力を有
する人材を擁しており、日本の専門家が拡大を続けるオース
トラリアの防衛産業にその専門知識を提供する機会も自ずと
広がっています。こうした重要な技能人材の不足の解消に取
り組むことにより、日本の投資家および熟練人材は、オース
トラリアの防衛能力の強化において有意義な役割を果たすと
ともに、二国間の経済関係の一層の深化にも貢献することが
できます。

7



8.	 国家のレジリエンス
2026年国家防衛戦略は、オーストラリアにとって国家レジ
リエンスの重要性を大幅に高めています。ウクライナ戦争お
よび中東における紛争からの教訓を踏まえ、2026年国家防
衛戦略は、備えおよびレジリエンスが効果的な抑止力の中核
であると認識しています。政府は、オーストラリア国防軍
（ADF）が混乱に耐え、持ちこたえ、そこから回復する能力
の強化を進めており、オーストラリアの内務省が国家のレジ
リエンスの向上に向けた取り組みを主導し、首相・内閣府が
政府全体にわたる国家民間準備態勢の調整を担っています。

2026年国家防衛戦略で特定された主要なレジリエンスの優
先事項としては、以下が挙げられます。第一に、サプライチ
ェーンのレジリエンスについては、政府が重要サプライチェ
ーンの脆弱性への対処を加速し、脆弱な海上交通路への依存
の軽減および民間海上貨物輸送能力を強化する取り組みを推
進しています。第二に、燃料安全保障については、政府が燃
料レジリエンス対策に20億豪ドルを投資済みであり、今後10
年間でさらに48億豪ドルを投じることを約束しています。
第三に、労働力および技能の供給基盤については、見習い制
度に対する奨励金や無償の職業技術教育（Free TAFE）など
のプログラムを活用し、防衛、製造、建設、運輸、物流、医
療およびテクノロジー各分野への就業・参入の拡大を促進し
ています。

このような国家のレジリエンスに向けた国を挙げたアプロー
チは、民間セクターの大規模な参画を必要とするものであ
り、物流、サプライチェーン管理、インフラのレジリエン
ス、および高度な製造業といった分野に強みを有する日本
企業にとっては、さらなる事業機会を創出します。2026年
国家防衛戦略が、国家民間準備態勢は国民に対する必需品・

サービスの継続的供給、社会的結束、および防衛作戦への増
強支援を支えるものであると認識していることは、これらの
分野においてオーストラリアの自国の対応能力を強化するパ
ートナーシップへの需要が今後一層高まることを示唆してい
ます。

9.	 オーストラリアの 
外国投資規制

オーストラリアにおける外国投資は、 Foreign Investment 
Review Board （FIRB）が所管するForeign Acquisitions and 
Takeovers Act 1975 (Cth)（FATA）により規制されていま
す。外国人による一定の投資にはオーストラリア財務大臣の
事前承認が必要であり、オーストラリアの国益に反すると判
断された投資は禁止される場合があります。防衛分野に特に
関連するものとして、外国人は「国家安全保障事業」を開始
する前、または同事業における「直接的な権益」を取得する
前に、FIRBの承認を得なければなりません。国家安全保障事
業には、以下に該当する事業が含まれます。

•	 重要インフラ資産（例えば、重要な防衛産業資産、重要
な電気通信資産、重要なデータ保存・処理資産、および
重要な航空資産）を運営している、または直接的な利害
関係を有している

•	 電気通信事業者または指定通信サービス提供者である
•	 軍事または情報機関による使用を目的とした重要な物

資、技術またはサービスを提供している
•	 防衛および情報機関の職員の個人情報、または安全保障

上の機密区分情報を保存、管理、またはアクセスできる
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外国人が国家安全保障用地に対する権益を取得する場合に
も、FIRBの承認が必要となります。国家安全保障用地には、
防衛施設および国家情報機関が権利を有する土地が含まれ
ます。

届出対象となる国家安全保障関連行為の金額基準は0豪ドル
であり、すなわち、投資金額にかかわらず、当該行為に該当
する投資にはFIRBへの届出が必要となります。

オーストラリアの防衛分野への参入を検討する日本企業は、
投資計画の早い段階からこれらの要件に取り組むことが不可
欠になります。

10.	 先住民との関わり
日本企業がオーストラリアの防衛市場に参入するにあたり重
要な考慮事項となるのが、オーストラリアの先住民（アボ
リジナルおよびトレス海峡諸島民）との関わりです。オース
トラリア政府および国防省は、先住民コミュニティとの間で
敬意を払い、文化的に配慮した関係構築を強く重視してお
り、この姿勢は防衛産業に参画する企業にも同様に求められ
ます。

2025年12月、国防省は「国防省先住民コミットメント 
2025–2030（Defence First Nations Commitment 2025–
2030）」を発表しました。これは、「雇用・教育」、「包摂・
和解」、「健康・ウェルビーイングおよび真実を語ること」、
そして「経済的エンパワーメント」の4つの柱に基づく戦略
的枠組みです。本コミットメントは、「格差是正に関する国
家合意（National Agreement on Closing the Gap）」、「国家
防衛戦略（National Defence Strategy）」および「国防文化
ブループリント（Defence Culture Blueprint）」と整合して

おり、その影響は国防省の産業パートナーおよびサプライチ
ェーンにも及ぶものとされています。

特に関連性が高いのは、「経済的エンパワーメント」の柱
です。「連邦先住民調達政策（Commonwealth Indigenous 
Procurement Policy）」に基づき、国防省は契約件数の少な
くとも3パーセントを先住民企業に発注することが義務付け
られています。また、国防省は、先住民の中小企業との連携
を強化し、先住民のサービス提供者が入札に参加できる機会
を拡大することにも取り組んでおり、その一環として大手請
負業者に対し、先住民のサービス提供者を下請けとして活用
するよう奨励しています。日本企業は、こうした要件を自社
の調達およびサプライチェーン戦略に組み込む必要があり
ます。

オーストラリアで事業を立ち上げる日本企業は、早い段階か
ら従業員間の文化的理解の醸成、現地の先住民コミュニティ
との関係構築、そして文化遺産に関する義務の理解に積極的
に取り組むことが求められます。特に、国防省の所有地・施
設やインフラに関わるプロジェクトにおいてその重要性がさ
らに高まります。国防省が掲げる先住民コミットメントの方
針に沿うことは、調達やパートナーシップに関する意思決定
において好意的に評価される可能性が高く、真摯な関わりを
示す企業は、連邦政府のみならず、何よりも現地の先住民コ
ミュニティと信頼関係を築く上で、より有利な立場に立つこ
とができるでしょう。

9



オーストラリアの安全保障分野は、
重要な岐路に立っています。日豪関
係はこの局面において極めて重要で
あり、多くの機会をもたらすことで
しょう。AUKUS（米英豪安全保障枠
組み）、ドローンおよび対ドローン
技術の急速な進化、そして日豪二国
間の防衛関係の深化が収斂し、地域
の安全保障の構図を再形成するとと
もに、両国の産業界にとって大きな
事業機会を創出しています。

防衛関係における方向性は明確です。それは、よ
り深化した協力関係の構築、産業面での相互依存
の強化、および不確実性が増す地域における安定
への共通のコミットメントです。オーストラリア
の防衛市場への理解を深め、参入を目指す日本企
業にとって、今後の事業機会はその規模において
大きいのみならず、持続性においても確かなもの
となるでしょう。

結びの言葉
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